
　

日
本
経
済
の
動
向
は
、
東
日
本
大
震
災

の
影
響
に
よ
り
依
然
と
し
て
厳
し
い
状
況

で
す
が
、
緩
や
か
に
持
ち
直
し
て
き
て
お

り
、
北
海
道
経
済
に
お
い
て
も
、
雇
用
情

勢
、
個
人
消
費
の
低
迷
は
続
い
て
い
る
も

の
の
、
少
し
ず
つ
景
気
の
持
ち
直
し
の
動

き
が
見
ら
れ
て
き
て
い
ま
す
。

　

し
か
し
、
そ
の
よ
う
な
実
感
は
薄
く
、

依
然
と
し
て
先
行
き
が
不
透
明
な
状
況
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

市
を
取
り
巻
く
財
政
環
境
も
、
厳
し
い

経
済
情
勢
が
続
い
て
い
る
こ
と
に
よ
る
市

税
収
入
の
減
少
な
ど
、
歳
入
の
確
保
が
非

常
に
厳
し
い
状
況
が
続
い
て
い
ま
す
。

　

そ
の
よ
う
な
中
、
平
成　

年
度
は
、
福

２３

祉
、医
療
、教
育
な
ど
の
重
点
項
目
や
優
先

的
に
対
応
す
べ
き
課
題
を
見
極
め
、市
民

参
加
型
の
市
政
・
協
働
の
ま
ち
づ
く
り
を

大
き
く
展
開
す
る
と
と
も
に
、将
来
を
見

据
え
た
行
財
政
基
盤
の
確
立
を
図
り
、岩

見
沢
市
の
自
立
と
活
性
化
を
目
指
す
べ

産市税の負担状況（平成２３年度）

８５億６,８６９万円金 額

９６,２５３円１ 人 当 た り

２０２,２１６円１世 帯 当 た り

人　口　　８９,０２３人
世帯数　　４２,３７４世帯
（平成２４年３月３１日現在）

　
市
は
、
４
月
か
ら
翌
年
３
月
ま
で
の
１
年
間
を
１
区
切
り
に
し
た
会
計
年
度
ご

と
に
、
皆
さ
ん
が
納
め
た
税
金
な
ど
、
入
っ
て
く
る
お
金
（
歳
入
）
と
そ
れ
を
ど
の

よ
う
に
使
う
か（
歳
出
）
を
決
め
る
予
算
を
組
み
立
て
、
議
会
の
議
決
を
受
け
て
事

業
を
行
い
ま
す
。

　
そ
し
て
、
年
度
の
最
後
に
歳
入
と
歳
出
、
預
金
や
借
金
の
状
況
を
明
ら
か
に
す

る
決
算
を
行
い
、
議
会
の
承
認
を
受
け
て
い
ま
す
。

　
今
月
号
で
は
、
一
般
会
計
、
特
別
会
計
、
企
業
会
計
の
内
、
一
般
会
計
を
中
心

に
そ
の
決
算
の
内
容
や
財
政
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
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安
定
し
た
財
政
基
盤
を

確
立
す
る
た
め
に

平成２３年平成２３年度度

決
算
決決
算算

市市税税
８５億６,８６９万８５億６,８６９万円円（（１８.４％）１８.４％）

市民税、固定資産税な市民税、固定資産税などど
分担金及び交付分担金及び交付金金
６億７,９５６万６億７,９５６万円円（（１.４％）１.４％）

保育料、学校給食費な保育料、学校給食費などど

使用料及び手数使用料及び手数料料
６億８,３０１万６億８,３０１万円円（（１.５％）１.５％）

市営住宅の家賃、証明書市営住宅の家賃、証明書のの

交付手数料な交付手数料などど

その他自主財その他自主財源源
４５億６３３万４５億６３３万円円（（９.７％）９.７％）

寄附金、市有財産の貸付寄附金、市有財産の貸付料料

ななどど

地方交付地方交付税税
１５８億６,６９２万１５８億６,６９２万円円（（３４.１％）３４.１％）

国国（（国国税税））などからの交付などからの交付金金

国庫支出国庫支出金金
７１億５,６４０万７１億５,６４０万円円（（１５.４％）１５.４％）

使い道を特定された、国か使い道を特定された、国からら

の補助金なの補助金などど

市市債債
４９億４,７１０万４９億４,７１０万円円（（１０.６％）１０.６％）

長期的な借入長期的な借入金金

その他の依存財その他の依存財源源
４１億８,６５９万４１億８,６５９万円円（（８.９％）８.９％）

各種事業に対する交付金各種事業に対する交付金なな

どど

く
、効
率
的
な
事
業
展
開
を
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、「
行
政
改
革
大
綱
」、「
集
中
改

革
プ
ラ
ン
」に
基
づ
き
、
民
間
活
力
の
導

入
や
事
務
事
業
の
効
率
化
を
進
め
な
が

ら
、
健
全
な
財
政
運
営
に
努
め
ま
し
た
。

　

今
後
も
厳
し
い
財
政
状
況
が
続
く
こ
と

が
予
想
さ
れ
ま
す
が
、
将
来
に
わ
た
っ
て

安
定
し
て
持
続
可
能
な
財
政
基
盤
を
確
立

す
る
た
め
の
行
財
政
運
営
を
行
っ
て
い
き

ま
す
。

　

一
般
会
計
は
、
市
の
仕
事
を
行
う
た
め

の
基
本
的
な
経
費
に
つ
い
て
の
会
計
で

す
。

　

こ
の
会
計
の
平
成　

年
度
１
年
間
の
収

２３

入
は
、　

億
９
千　

万
円
、
支
出
は　

億

４６５

４６０

４６５

１
千　

万
円
で
、
差
し
引
き
で
８
千　

万

１１６

３４４

円
と
な
り
ま
し
た
。
こ
の
剰
余
額
に
は
、

平
成　

年
度
の
事
業
に
も
継
続
し
て
使
う

２４

６
千　

万
円
が
含
ま
れ
て
い
る
の
で
、
こ

３８９

れ
を
差
し
引
く
と
実
質
的
な
剰
余
額
は
、

１
千　

万
円
に
な
り
ま
す
。

９５５

　

平
成　

年
度
の
決
算
を
前
年
度
と
比
較

２３

す
る
と
、
収
入
が　

％
、
支
出
が　

％
そ

２.１

３.９

れ
ぞ
れ
増
加
し
ま
し
た
。

　

市
債
は
、
市
が
公
共
事
業
な
ど
を
実
施

す
る
た
め
に
借
り
る
お
金
の
こ
と
で
す
。

�市債の残高（平成２３年度末）

現在高各　会　計

４７２億７,６５２万円一 般 会 計

１２億２,６３５万円特 別 会 計

３,８５２万円公共用地等造成費

１億１,８８０万円公設卸売市場費

２億７,７１７万円高 等 学 校 費

２億８,４４９万円農業集落排水事業費

５億７３７万円駅北土地区画整理事業費

４８５億２８７万円合 計

�市有財産の状況（平成２３年度末）
現在高区　　　分

５４３,５４５㎡建 物

２７,７１０,９４５㎡土 地

１７,０６２,２０１㎡う ち 山 林

２３２台機械器具（ 車   両)

土地          ８１１,２４７㎡
建物           １１,６０３㎡
現金 １３６億６,３９９万円

基 金

４,６７２万円有 価 証 券

７億３,５２７万円出資による権利
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一
般
会
計
の
状
況

市
の
借
金
で
あ
る

市
債
の
状
況

議会議会費費
３億３,８８３万３億３,８８３万円円（（０.７％）０.７％）

議会の運議会の運営営

総務総務費費
４９億９,９９９万４９億９,９９９万円円（（１０.７％）１０.７％）

住民票の発行などの一般的な事住民票の発行などの一般的な事務務

民生民生費費
１３１億５,６３７万１３１億５,６３７万円円（（２８.３％）２８.３％）

児童・高齢者・障がい者福祉児童・高齢者・障がい者福祉、、

生活保護な生活保護などど

衛生衛生費費
２６億５,７７８万２６億５,７７８万円円（（５.７％）５.７％）

ごみ処理、健康診断なごみ処理、健康診断などど

労働労働費費
３億３,０２５万３億３,０２５万円円（（０.７％）０.７％）

雇用促進、勤労者福祉な雇用促進、勤労者福祉などど

農林水産業農林水産業費費
１６億４９９万１６億４９９万円円（（３.５％）３.５％）

農業・林業・畜産の進行農業・林業・畜産の進行なな

どど

商工商工費費
１２億４,２２１万１２億４,２２１万円円（（２.７％）２.７％）

商工業の発展、観光の振商工業の発展、観光の振興興

ななどど

土木土木費費
７５億６,３２５万７５億６,３２５万円円（（１６.３％）１６.３％）

道路・公園・市営住宅の整備道路・公園・市営住宅の整備、、

除排雪な除排雪などど

消防消防費費
１１億７,１９２万１１億７,１９２万円円（（２.５％）２.５％）

消防署の運消防署の運営営

教育教育費費
４８億３,５８７万４８億３,５８７万円円（（１０.４％）１０.４％）

小・中学校教育、生涯学習な小・中学校教育、生涯学習などど

公債公債費費
５９億６,７７９万５９億６,７７９万円円（（１２.８％）１２.８％）

借入金の元金と利息の返借入金の元金と利息の返済済

諸支出諸支出金金
２６億４,１９１万２６億４,１９１万円円（（５.７％）５.７％）

公社への貸し付公社への貸し付けけ

黒字 ８,３４４万円
（翌年度へ繰り越し）

自主財源とは
　市が自主的に得られる財源のこと。
自主財源の割合が高いほど、安定した
財政基盤を確立できます。

依存財源とは
　国などから、基準に基づいて交付さ
れたり、割り当てられたりする財源の
こと。



　

市
債
残
高
は
、
一
般
会
計
で
前
年
度
末

と
比
較
す
る
と
、
３
億
５
千　

万
円
減
少

８１８

し
、　

億
７
千　

万
円
と
な
り
ま
し
た
。

４７２

６５２

　

ま
た
、
返
済
金
の
一
部
を
国
か
ら
の
交

付
税
に
よ
り
補
て
ん
さ
れ
る
良
質
な
市
債

の
借
入
れ
に
努
め
て
い
ま
す
。

　

市
の
貯
金
で
あ
る
財
政
調
整
基
金
な

ど
、　

あ
る
基
金
の
平
成　

年
度
末
残
高

２３

２３

は
、　

億
６
千　

万
円
で
、
前
年
度
末
の

１３６

３９９

残
高
と
比
較
す
る
と
、
１
億
８
千　

万
円

２９７

増
加
し
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
は
、
平
成　

年
度
決
算
に
お
け
る

２２

剰
余
金
を
積
み
立
て
た
も
の
な
ど
に
よ
る

も
の
で
す
。

　

な
お
、
平
成　

年
度
は
財
源
不
足
を
補

２３

う
た
め
、
財
政
調
整
基
金
を
１
億
２
千
万

円
使
用
し
ま
し
た
。

▽
防
災
対
策
事
業

　
「
自
助
・
共
助
・
公
助
」を
基
本
と
し
、

災
害
か
ら
市
民
の
生
命
・
財
産
を
守
る
た

め
、
地
域
住
民
の
参
加
に
よ
る
防
災
訓
練

の
実
施
、
自
主
防
災
組
織
の
育
成
支
援
や

組
織
強
化
の
ほ
か
、
出
前
講
座
等
を
通
じ

て
の
啓
蒙
・
啓
発
活
動
や
防
災
意
識
の
高

揚
を
図
り
、
災
害
に
強
い
ま
ち
づ
く
り
を

推
進
し
ま
し
た
。

▽
あ
ん
し
ん
住
ま
い
づ
く
り
助
成
事
業

　

市
民
が
住
宅
設
備
な
ど
の
少
額
改
修
を

行
う
場
合
で
も
助
成
対
象
と
す
る
こ
と

で
、
多
く
の
市
民
の
住
ま
い
の
安
全
性
を

確
保
す
る
と
と
も
に
、
市
内
事
業
者
の
受

注
機
会
の
拡
大
を
促
進
し
ま
し
た
。

▽
成
人
検
診
推
進
事
業

　

市
民
の
健
康
維
持
増
進
や
疾
病
予
防
等

の
た
め
、
健
康
診
査
と
各
種
が
ん
検
診
を

行
い
ま
し
た
。
ま
た
、
後
期
高
齢
者
医
療

被
保
険
者
の
各
種
検
診
の
負
担
金
無
料
化

を
引
き
続
き
実
施
す
る
と
と
も
に
、
新
た

に
脳
ド
ッ
ク
検
診
費
用
の
一
部
を
助
成
し

ま
し
た
。

▽
地
域
支
援
事
業

　

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
を
拠
点
に
、

市
民
の
保
健
、
医
療
、
福
祉
の
向
上
の
た

め
、
地
域
に
お
け
る
包
括
的
、
継
続
的
な

支
援
を
行
い
ま
し
た
。

▽
小
学
校
校
舎
等
改
築
事
業

　

校
舎
等
の
地
震
に
対
す
る
安
全
性
を
確

保
す
る
た
め
、
第
一
小
学
校
校
舎
・
屋
内

体
育
館
の
耐
震
診
断
調
査
と
実
施
設
計
を

行
う
ほ
か
、
老
朽
化
の
著
し
い
岩
見
沢
小

説　　明
財政再生
基 準

早期健全化
基 準

岩見沢市指標名

　一般会計等の赤字を市税等の財源規模と比較

する割合
２０％１２.06％黒字実 質 赤 字 比 率

　一般会計のほか、特別会計、企業会計すべての

会計の赤字を市税等の財源規模と比較する割合
３０％１７.06％黒字連結実質赤字比率

　財政規模に対する借入金の返済額およびこれ

に準じる額の割合
３５％２５％１２.６％実質公債費比率

　一般会計の借入金や将来支払っていく可能性

のある負担などの割合
３５０％４３.０％将 来 負 担 比 率

　岩見沢市はいずれの指標も基準を下回っています。早期健全化基準を上回った場合は自治体で計画を立てて
自主的に、財政再生基準を上回った場合は国などの関与の下で、それぞれ財政再建することとなります

説　　明
経営健全化
基 準

会計名と割合指標名

　国民健康保険費、介護保険費、後期高齢者医

療費を除く特別会計と企業会計の資金不足を料

金収入の規模と比較する割合

２０％
資金不足を生じている
会計はありません

資 金 不 足 比 率

算資金不足比率（特別会計、企業会計）
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算健全化判断比率

平成２３年度決平成２３年度決算算のの
健全化判断比健全化判断比率率などをなどをお知らせしまお知らせしますす

平
成

年
度
の
主
な
事

平
成
　
年
度
の
主
な
事
業業

２３２３

安
全
・
安
心

健
康
・
福
祉

教
育
・
文
化

市
の
貯
金
で
あ
る

基
金
の
状
況

学
校
の
校
舎
と
屋
内
体
育
館
、
東
小
学
校

の
屋
内
体
育
館
の
改
築
工
事
を
行
い
、
教

育
環
境
の
充
実
を
図
り
ま
し
た
。

▽
外
国
語
指
導
助
手
活
用
事
業

　

英
語
を
使
え
る
児
童
生
徒
の
育
成
を
目

指
し
、
語
学
指
導
等
を
行
う
外
国
青
年
招

致
事
業
に
よ
り
、
外
国
語
教
育
と
国
際
理

解
教
育
の
充
実
を
図
る
と
と
も
に
、
小
学

生
英
語
ふ
れ
あ
い
体
験
事
業
を
実
施
し
、

英
語
に
よ
る
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力

の
育
成
な
ど
を
推
進
し
ま
し
た
。

▽
商
工
金
融
円
滑
化
事
業

　

ま
ち
づ
く
り
特
別
資
金
の
内
容
を
拡
充

す
る
と
と
も
に
、
引
き
続
き
事
業
拡
大
、

新
分
野
へ
の
進
出
、
起
業
化
な
ど
を
目
的

と
し
た
融
資
や
利
子
補
給
、
保
証
料
補
給

を
行
い
、
中
小
企
業
の
円
滑
な
資
金
調
達

を
図
り
、
経
営
基
盤
の
強
化
と
安
定
化
を

促
進
し
ま
し
た
。

▽
雇
用
促
進
事
業

　

地
域
に
お
け
る
雇
用
対
策
の
実
施
や
、

様
々
な
雇
用
施
策
等
の
情
報
を
提
供
す
る

と
と
も
に
、
国
の
雇
用
交
付
金
事
業
な
ど

若
年
層
か
ら
中
高
年
齢
層
ま
で
幅
広
い
層

の
雇
用
促
進
と
就
業
機
会
の
確
保
に
向
け

た
取
り
組
み
を
推
進
し
ま
し
た
。
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問
合
先　

市
財
政
課

水道や病院など、民間企

業と同じように、料金な

どの収益で運営する会

計

収益的とは…年度内の経営活動の収入と、それに対応するすべての費用
資本的とは…将来の経営活動に備えて行う、施設の整備などの費用とその財源収入

差　引支　出収　入各 企 業 会 計

１億８,０８９万円１０８億１,６７７万円１０９億９,７６６万円収益的
病 院 事 業

△１０億８,４４７万円１３億２,７５３万円２億４,３０６万円資本的

　 ３億１,１９８万円１３億７,１２４万円１６億８,３２２万円収益的
水 道 事 業

△８億８８１万円１１億７,３５２万円３億６,４７１万円資本的

５億６,４６７万円１５億８,６５８万円２１億５,１２５万円収益的
下水道事業

△１０億８,０８２万円２０億８,１２１万円１０億３９万円資本的

※資本的収支の赤字分については、当年度純利益などで補てんしました。
【病院事業】

煙市立総合病院
４３３人　入院１日平均
１,０５２人　外来１日平均

煙市立栗沢病院
６４人　入院１日平均
６７人　外来１日平均

【水道事業】

４４,６５４戸給 水 戸 数
８９,０７９人給 水 人 口

１０,１４０,５９２逢総 配 水 量
２７,７０７逢１日平均配水量

【下水道事業】

２,３６０佐処 理 区 域 面 積
８５.６ 昏普 及 率
９８.０ 昏水 洗 化 率

１１,６２５,４０５逢処 理 水 量

差　引支　出収　入各 特 別 会 計

△１億８,４２７万円１０５億４,３６０万円１０３億５,９３３万円国 民 健 康 保 険 費

１,３５３万円１億６,８８４万円１億８,２３７万円と 畜 場 費

△１億５,３９６万円２億１,０２２万円５,６２６万円公共用地等造成費

３５万円８,７６５万円８,８００万円公 設 卸 売 市 場 費

４８万円５億７,１５３万円５億７,２０１万円高 等 学 校 費

 △２億６,８７１万円２億９,２３７万円２,３６６万円企 業 用 地 造 成 費

８９万円８,２３８万円８,３２７万円農業集落排水事業費

１億３,８１３万円６３億８,６６７万円６５億２,４８０万円介 護 保 険 費

０万円４,８２１万円４,８２１万円駅北土地区画整理事業費

１５３万円１１億１,９３６万円１１億２,０８９万円後期高齢者医療費

△４億５,２０３万円１９５億１,０８３万円１９０億５,８８０万円合　　　計

特定の収入があり、目

的ごとに使い道をはっ

きりさせるための会計

特 別 会 計特特 別別 会会 計計

企 業 会 計企企 業業 会会 計計

産
業
・
経
済


